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表１ CC とマーケティングの機能

�$�$ �Ú�”�­�Â�Ÿ�ï�¬

ステークホルダーの開拓・維持 顧客販売に傾注

レピュテーション向上 商品・サービスのベネフィット重視

社会貢献の推進 顧客サービス重視

中・長期的視点 短期的視点

高度なコミットメント 限定顧客のコミットメント

個別ステークホルダーへの積極的接触 積極的な顧客接触

全部門でのサービス・品質考慮 特定部門でのサービス・品質考慮

CC は、図３が示すように、経営活動を効率よく、効果的に行うため、中・長期戦略の方向とビジョンを

共有し、全部門の積極的参加が求められる。顧客に焦点をあてた最適メディアを選択するなど、プロ―モー

ション施策としてマーケティング PR（MPR）という領域がある。Harris &Whalen（2006）は、Marketing 

Public Relations （MPR）を「MPR の目的は、消費者と企業間の注意を喚起し、売り上げを増進し、コミュニ

ケーションを促進して、顧客との関係性を築くことである」と定義している。要するに、マーケティング目

的を持つパブリックリレーションである。また、Henry（1995,p.4）は、「MPR は、企業の商品やサービスの

売上増進に影響を与える活動で、自らのターゲットである特定の支持者への総括的な情報告知プログラムであ

る」と、とらえている。

企業の無形資産を有形資産として記述し、評価変換システムとして提案した Kaplan&Norton（1992）は、

バランスト・コアカードを提唱し、「財務・顧客・業務プロセス・人材と変革」の４つの視点による中長期戦

略の方向とビジョンを設定している。

図３で、企業の目指す方向とビジョンを例示し、統括責任者の領域を付記した。


$���y�Ì�å�ï�µ�~�µ�¯�ž�§�”�Å�t�‘�”�M�²�~�Ï�´�ã�ï�Ä�«

��
�m
�w
�¹
�:
�Û
�è

ª
�~

°
�A
�~
�»
�Ó
�®
�ý
�Ä
�w

�¦

ª
�Ü
�¤
�Õ
�8

“
�t
�w
�M
�²
�Ï
�´
��
�ï

�$�&�0
�$�'�0�w�–�¬

�$�.�0�w�–�¬

�$�$�0�w�–�¬

�)�3�0�w�–�¬



89

〈総説（査読付）〉南堀：マーケティング志向の CCO 論の一考察

５．変化する周辺環境と 3 者への影響 

企業とステークホルダー、メディアの 3 者の結びつきは、見舞われる周辺環境により、たがいに作用する影

響度合いが異なる。エンゲージメントは、想定外・想定内を問わず、企業を取り巻く環境的乱気流の影響を受

ける。環境的乱気流には、自然災害、事故、社会的圧力、 政治的変化、法務上の抵触、法令改定、財務上や労

務上の不測事態、役員や社員の不正などがある。メディアが継続的に報じた記憶に新しい環境的乱気流の事例

では、リーマンショック、東日本大震災、タイ洪水、オリンパス損失隠し、欧州通貨危機、経営危機、ステル

スマーケティング 8）など、多様なリスクに見舞われた企業が取り上げられている。マスメディアでは事実に

基づいた報道がなされるが、ソーシャルメディアは、企業にとってマイナスであればあるほど拡散・増殖につ

ながる。

企業は顧客、社員、株主・投資家、取引先、地域社会、地球環境など多様なステークホルダーとの対話を意

識し、直接・間接的を問わず経営に参加させることにより、ブランドの向上とレピュテーションの維持、持続

的成長を確実なものとしなければならない。ステークホルダーとの相互理解を深めるとともに、つねにステー

クホルダーと対話することがリスクマネジメントという観点からだけでなく、新しい市場開拓という観点から

も重要である。

企業倫理にかかわる不祥事が多発しているが、社会の監視機能を担うマスメディアは、「事業戦略の転換」

とか「事業ドメインの再定義」、「ガバナンスの強化」などの論調も見受けられる。的確な解ではあるが、マス

メディアは当事者でないだけに、具体性はない。 一方、企業は具体策をステークホルダーに約束しなければ

ならないが、有効需要の甘受、市場競争の激化、倫理観や法規制の不準拠などから、その対応を模索している

のも事実である。企業に対する社会的要請として、社会的責任とコーポレート・ガバナンスに属する問題とし

て実効ある取り組みに結びついていないのも現実である。

日本新聞協会の社会的責任の考え方（http://www.pressnet.or.jp/outline/ethics：2012 年 11 月 5 日閲覧）は、

新聞倫理綱領（1946 年制定、2000 年改訂）の中で、新聞の責務は「正確で公正な記事と責任ある論評を行い、

公共的、文化的使命を果たすことである」とある。一方、日本経済団体連合会（http://www.keidanren.or.jp/

policy/csr.html：2012 年 11 月 5 日閲覧）は、企業の社会的責任の国際的な定義はまだないとするも、「企業の

社会的責任は慈善事業ではなく、企業がステークホルダーを通じて社会とのかかわりを考えることである。だ

が、すべてを法律で規制すべきではない」としている。

上述で、公益性が強いとされるマスメディアと私益性の企業団体について、課せられる社会的責任の活動と

企業を統治、監視する仕組みの事例を示した。いずれも社内外のステークホルダーとの双方向のコミュニケー

ションを通じてなされている。社会的責任とコーポレート・ガバナンスは、これまで必ずしも十分論議され

ていなかった問題である。いつの時代にも、企業の不祥事、インサイダー取引疑惑などが多く発生しているが、

これらの情報はマスメディアの情報に端を発している。しかし、マスメディアの事実誤認や報道内容のねつ造

などから、報道姿勢が正されるケースもあり、マスメディアも例外とはいえない。マスメディアはそれぞれ、

編集方針の姿勢に違いがあるが、社会的監視機能としての使命に変わりはない。 いずれにせよ、経営トップ

陣の倫理が問われる問題である。インターネット社会になって、情報が社会にあふれる中、このような問題を

機に、企業は改めて、メディアの機能を利活用して、正しい情報を提供しなければならない。一方、受信者は

メディアリテラシーを鍛えておかなければならないのは当然のことである（図４参照）。



90

広報研究　第 17 号

図４　企業の持続的成長と社会的責任
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６．まとめと今後の課題

伝統的な新聞やテレビ、ラジオ、雑誌を中心とした特定少数のマスメディアによる社会的出来事の情報は、

記者という専門的な情報収集者を経由して社会に流れてきた。しかし、近年、急成長したインターネットのお

かげで、だれもが情報を発信、受信できるなどメディアが身近な存在になった。に対するステークホルダーの

情報行動が大きく変わった。

本稿では、情報の関与対象である企業とステークホルダー、メディアの 3 者相互の関係性を、CCO の観点

から論じてきた。 従来から社会に鎮座し、情報を牛耳ってきたマスメディアと企業、ステークホルダーとの

関係性はソーシャルメディアが出現して以来、大きく変容した。つまり、ステークホルダーは多面的なメディ

ア間をシームレスに行き来し、自身の価値観に従って、情報を受信するようになった。マスメディアの読者や

視聴者、聴取者は、マスメディアの編集方針にそった情報を利用せざるを得なかったが、ソーシャルメディア

のユーザーは自分の好みに合う情報や知らない情報、立場の違う意見の情報を自由に入手、発信できるように

なった。このような中、企業とステークホルダーは、メディアが発信する情報の信憑性と背景をつねに把握し

ておくことが求められる。CCO は、マスメディアとソーシャルメディアにアクセスする姿勢として、情報を

主導するというリーダーシップと、ステークホルダーと価値観を共有するというフォロワーシップが問われる。

さらに、企業とステークホルダー、メディア間の情報の流れは、顧客に近いソーシャルメディアの台頭により、

よりマーケティング志向が求められる。

インターネットを利用したソーシャルメディアは伝統的なマスメディアに比べ、国・地域を超えて情報が瞬

時に伝播する。特に、グローバル化した企業や組織では、グローバル・コミュニケーションを駆使し、国内と

異なる文化的コンテクストをつねに考えておかなければならない。グローバル企業の CCO は、グローバルレ

ベルのエンゲージメント意識を高めておくことである。

CC 関係者の多年の検討課題であるメディア効果を把握するには、記者が情報源に出向いて取材した事柄を

報道する伝統的なマスメディア以上に、インターネット上の多種多様な情報による企業への影響を考慮しなけ

ればならない。多様な情報にはステークホルダーインサイトが隠されている。今や、インターネット上に流れ

る情報を正確に理解するには複雑な時代となっている。今後の CC 課題として、ステークホルダーが真に求め

る情報を、CEO とボードメンバーに的確に提言するためにも、マーケティングとの戦略的統合を推進すべき

である。つまり、CCO と CMO の強い連携により、図６に示す伝統的メディアと企業メディア、融合メディア、
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ソーシャルメディアの 4 つの輪に形成される共有領域であるエンゲージメントは、CC とマーケティングの共

通要素であるということができる。

CCO 体制を敷いている日本企業はまだ少ないが、採用している企業の事例を検証し、CMO との連携を図る

ことと、今後の CC 展望について考察することが次なる課題として残る。

図５　CCOと CMOが対象とするメディアの情報の共有

出典：Caywood, C. L.（2012）, Handbook of Strategic Public Relations and Integrated 
　　　Marketing Communications （p.258） McGraw-Hill.
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注 

1）オルダーソンは、マーケテイングシステムで重要な役割を演じる「主婦」、「消費者」と「企業」を「組織化された行動システ

ム」（Organized Behavior System：OBS）と呼んでいるが、この OBS の概念は「ステークホルダー」全体にまで拡大すること

ができる。

2）教育・医療・行政などの機関、団体などを含む。

3）国内外の社会、文化、自然環境の重視

4）一般消費者、取引先、関係する機関・個人、および地域住民を含む。

5） 組織の内外に向けて統合・調整されたリサーチ・製品・価格・プロモーション・流通、および顧客・環境関係などに係る諸活

動をいう。

6） 2011 年、経団連の主要会員企業 533 社の広報担当責任者を対象に実施。234 社から回答（回答率：43.9%）。調査結果の要点は、

①ソーシャルメディアなどの新たな情報伝達手段の出現により、企業の広報活動の広範化②東日本大震災を機に、危機管理や

ソーシャルメディア対応への関心の高まり③約 3 分のⅠの企業でソーシャルメディアを活用④欧米以上に中国と東南アジアの

重視が拡大④広報関係予算の削減傾向の中、平時・緊急時にかかわらず、目的とする広報対象に対し、伝達手段の使い分けが

喫緊⑤企業のソーシャルメディアの活用は 33.8%⑥ソーシャルメディアの活用（全体の 33.8%；活用部門は広報と営業マーケテ

イング部門が 50%超；活用理由は顧客とのコミュニケーションと販売、取引の拡大；利用メディアはツィターとフェイスブッ

クがそれぞれ 64.6%、57.0%）

7）1992 年、ハーバード・ビジネス・スクールのロバート・S・キャプラン教授とコンサルタント会社の社長デビット・ノートン

がハーバード・ビジネス・レビュー誌上で発表した業績評価システムであり、戦略・ビジョンを 4 つの視点で分類し、経営戦

略の核として相互作用させている。

8）米国では、PR 会社の手法として以前から使用されている。
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A study of the marketing-oriented role of Chief
Communication Officer （CCO）

Nobuo MINAMIHORI  
（Kyoto Sangyo University）

Behind the background where traditional mass media with one-directional coomunication 

has been overpowered by exclusive and reliable information, emerging social media is used 

interractively by their readers and audience, or stakeholders. In view of this trend, the 

function of CCo （Chief Communication Officer） to be oriented toward strategic marketing is 

emphasized in the relationship between companies, stakeholders and media, in the form of 

engagement. Toward the present society with overflow and varied information, this thesis 

aims at the proposition of the necessity for CCO armed with straategic marketing initiated by 

Chief Marketing Officer （CMO）. In an era of global and networked communications, CCO and 

CMO shall be well prepared for global and local interests in mind.

Key words：corporate communication, strategic marketing, CCO, CMO, engagement         


